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第２章 分野別基本計画 
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第３部【基本計画】 

 

第１章 重点プロジェクト 

 

第１節 重点プロジェクトの位置付け 

 

基本構想に定める将来像の実現に向け、後期基本計画においては、地方創生を推

進するための戦略である『郡上市 まち・ひと・しごと創生 総合戦略』との一体的な

政策推進を図るため、第２期総合戦略を後期基本計画におけるアクションプランに位置

付け、総合戦略の６つの基本目標と総合計画の５つの重点プロジェクトを連携させ

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

総合計画基本計画 

 
【５つの重点プロジェクト】 

総合戦略 

 
【６つの基本目標】 

郡上市に仕事をつくり安定した 

雇用を創出する 
【産業振興・雇用の充実】 

郡上市への新しいひとの流れを 

つくる 
【定住・交流・移住の推進】 

若い世代の結婚・出産・子育ての 

希望をかなえる 
【子ども子育て環境の整備】 

時代に合った地域をつくり、 

安心な暮らしを守る 
【生活基盤の整備・ 

医療及び健康福祉の充実】 

持続可能な生活を確保する 

 
【小さな拠点とネットワークの推進】 

地域経済循環 

プロジェクト 

定住・移住・交流 

プロジェクト 

子ども子育て・教育 

プロジェクト 

地域支え合い 

プロジェクト 

脱炭素社会 

プロジェクト 

循環型社会の構築による持続可能な 

地域づくり 
【温室効果ガスの排出削減と吸収源の保全・強化 

／ 再生可能エネルギーの導入・利活用】 
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第２節 重点プロジェクト 

 

 

 

 

 

 

【重点１－１】 一体的な体制による観光地域づくりとブランド観光地化 

必
要
性 

『観光地域づくりの推進と先導する機能が必要』 

郡上市を観光目的地としてより多くの人に選択してもらうため、官民一体となってエリア全

体の観光地域づくりを先導する組織（機能）の構築と環境整備が求められています。また、こ

の組織において、顧客の利便性を高めるための効率的、効果的な情報発信に加え、収集した情

報の分析と、分析データを活用した観光戦略の立案、マーケティングを行える人材の確保・育

成が急務となっています。加えて、歴史・文化資源、歴史的建造物、空き家、集客を図ること

ができる公共施設等を活用した、体験型・通年型・滞在型観光まちづくりのさらなる推進とと

もに、地域資源を活かしたマイクロツーリズムの推進や、海外からのＦＩＴ（個人観光客）の

受入体制の整備が求められています。 

 

施
策 

ＤＭＯ（観光地域づくり法人）による域内経済循環とブランド観光地化の推進 

『取り組みの一例』 
● デジタルマーケティングの実施と関係人材の育成 

● 効果的な広告の掲出による認知度拡大と見込み顧客の獲得 

● 観光窓口のワンストップ体制構築（アウトドア体験含む） 

● 自然・歴史・文化を活用した体験型・通年型・滞在型コンテンツ造成の支援 

● 体験メニューなど着地型商品に係る予約システムの構築 

● インバウンドに対応した分かりやすい解説（特に、歴史・文化資源、暮らしに関わる

施設や設備など、個人旅行の外国人に訴求しやすいもの） 

● 戦略的なブランディングと一元的な情報発信、プロモーションの実行 

● 点在する観光資源へのアクセス向上や観光周遊ルートの構築 

● 歴史・文化資源、歴史的建造物、空き家、集客を図ることができる公共施設等を活用

した観光まちづくりと推進組織づくり 

● 市内におけるキャッシュレス化の促進とデジタル地域通貨の導入検討 

● 地域資源を活かしたマイクロツーリズムとワーケーションの推進 

    

 

 

  

重点１ 
地域経済循環 

プロジェクト 
郡上市に仕事をつくり安定した雇用を創出する 

【産業振興・雇用の充実】 
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【重点１－２】 地域産業の担い手づくりに向けた連携強化 

必
要
性 

『後継者不足の解消と地域経済の活力向上に向けた制度の充実』 

飲食店や小売店、建築関係、製造業、農林業、観光に関わるサービス業など、市内における

多くの分野の事業体において、後継者がおらず廃業を余儀なくされるケースが増加傾向となっ

ています。地域に根付く大切な仕事を残し、地域経済の活性化に結び付くよう、事業承継制度

の充実が望まれています。また、地域の稼ぐ力を高めるため、地域内における経済規模や経済

循環等を明らかにして情報共有を図ることや、コロナ禍により経営的な課題を抱える事業者の

事業継続等の課題解決を図るため、郡上市産業支援センターのワンストップ相談窓口機能の充

実及び商工会との連携強化が求められています。さらに、テレワーク等の多様な働き方が急速

に広がる中、都市部からの企業及び人の受入れを促進するため、サテライトオフィスなどの誘

致を推進する必要があります。 

 

施
策 

事業承継と若者の市内就業支援及び経済循環の促進 

『取り組みの一例』 
● 事業継続のための課題解決や、事業承継のマッチング効果を高めるための、郡上市商

工会事業承継支援センターの機能充実と地域支援員の配置、及び郡上市産業支援セン

ターとの連携による相談窓口の充実 

● 市内高等学校におけるデュアルシステムの推進及び企業とのマッチング支援 

● 産業連関表による経済規模や市内外取引状況の確認及び分析システムによる経済波及

効果の測定（特に観光関連産業による地域経済へのインパクトを測定し、ＤＭＯの活

動・施策に活用する。） 

● 起業塾参加者のネットワークを活かした情報共有及び人材育成の場づくりへの支援 

● 市内の１次産業から３次産業、また、その他の団体における人材不足を解消するた

め、「特定地域づくり事業協同組合」の設立に向けた取り組みへの支援 

● サテライトオフィスの誘致促進 
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【重点１－３】 持続可能な農業経営と集落の維持 

必
要
性 

『農業従事者の高齢化や担い手の減少により、農地の適正維持が困難』 

本市は、河川沿いや急峻な山あいの中山間地域に集落が点在しており、美しい里山や棚田な

どの原風景が広がっています。こうした、「郡上の根本的な価値」をつくり出している農山村

の価値を、今後も同じように守り、つないでいくことが非常に困難になっています。農業従事

者の高齢化や担い手確保の問題、集落営農の体制づくり、農林水産物のブランド化、観光関連

産業との連携手法など、今後における農業経営に向けては多くの課題があります。また、消費

者ニーズに合わせた売れる農林水産物の生産・供給が求められており、需給ネットワークづく

りによる農林水産物の市内循環の促進と、農林水産物の高付加価値化や販路拡大が必要です。 

 

施
策 

農業生産資源の維持・確保と作業の効率化、ブランディングの拡充 

『取り組みの一例』 
● 農業就労者に対する宿泊施設の改修支援 

● ＪＡと連携した担い手を継続して確保するための仕組みの構築 

● 移住者の新規就農に係るサポートの拡充 

● 市内生産米のブランド戦略強化と販路拡大 

● 清流や鮎をテーマとしたシンポジウム等を開催するなど、「清流長良川の鮎」のブラ

ンド戦略の強化・推進 

● ＤＭＯと連携した市内農林水産物の市内流通の拡大及び果物の収穫体験の実施など、

「観光＋農業」の事業化に向けた支援 

● 合理的な農業生産体制を確立するための道路網整備と交通ネットワークの構築 

● 市内農林水産物の消費拡大のため消費者と生産者の農林水産物マッチングによる流通

の促進と情報発信 

● 高付加価値をつけて販売できる農林水産物の販路拡大の促進 

● 学校給食への市内農林水産物使用割合の増加促進 

● ロボット、ＡＩ、ＩｏＴなど先端技術を活用したスマート農業の促進 
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【重点１－４】 地域林業の持続的発展と成長産業化 

必
要
性 

『木材生産の効率化と担い手の育成及び森林資源の利用拡大』 

平成３１年２月に「郡上森林マネジメント協議会」が設立され、木材の生産・流通・消費構

造の効率化達成を目的に、川上から川中、川下の連携強化などによる施策展開を目指していま

す。今後は、林業全体のマネジメント機能を高めるため、ＩＣＴなどを活用して森林データの

蓄積と分析、関係者間によるデータの共有が求められています。また、森林資源を価値のある

エネルギーとして利用する施設等を拡大していくことなどが必要になっています。 

 

施
策 

新たな森林管理システムの構築と森林資源の多様な活用 

『取り組みの一例』 
● 新たな森林管理システム（郡上モデル）の構築 

・森林データバンクの構築 

・ＩＣＴを活用した森林データの蓄積と活用支援 

・郡上地域クラウドＧＩＳの構築 

● 郡上地域サプライ・チェーン・マネジメントシステムの構築 

● 森林所有者のためのワンストップ窓口の創設 

● 森林環境譲与税を活用した里山の整備など、小規模森林における環境保全対策の継続

実施 

● 豊かな森の恵みを活かす「ジビエ」や「ものづくり」の活動支援 

● 木質バイオマス利用の推進 

● 林業後継者などの担い手づくり 

● 植林作業に関わる人材の育成 

● 森の恵みを体感するツーリズムの開発支援 

● 木材生産の効率化と森林資源を有効活用するための道路網整備及び交通ネットワーク

の構築 
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【重点１－５】 スポーツツーリズムの推進 

必
要
性 

『地理的利便性や設備の優位性を活用したスポーツ＋観光の推進』 

市の北部及び南部には、人工芝のグラウンドなど、スポーツ大会やスポーツ合宿に適した施

設が整っています。また、東京 2020 オリンピックのホストタウン登録を契機とし、国代表レ

ベルの選手が所属する企業や大学、高等学校等の利用増加が見込まれます。地理的な利便性や

設備面での優位性などを最大限に活用し、地域経済効果と市民のスポーツへの関心を高めるた

め、スポーツを軸とした複合的なマネジメント機能を構築するとともに、スポーツと観光を組

み合わせたコンテンツづくりが求められています。市民の健康増進につながるスポーツへの参

加を促す取り組みも強化する必要があります。また、体育施設の市外利用者のニーズが高まっ

ていることから、スポーツによる交流人口を増やし、地域経済の活性化につなげることが必要

です。 

 

施
策 

スポーツコミッション機能の強化・充実とスポーツ合宿等の拡大 

『取り組みの一例』 
● 官民連携によるスポーツコミッション機能の強化・充実 

● 市内スポーツ施設の予約に対応するワンストップシステムの構築 

● 世界・全国規模のスポーツ大会やイベント、合宿の誘致 

● 市外から多くの参加者、関係者を呼び込むスポーツ合宿・大会及びスポーツイベント

等の誘致・開催 

● 郡上市観光連盟（登録ＤＭＯ）やアウトドアスポーツ提供事業者「郡上市アウトドア

事業者協議会」との連携強化及び情報共有  ※令和３（2021）年３月３１日登録 

● 多様な世代の市民がスポーツに親しむ意識の醸成と環境づくり 

● スポーツ合宿等を充実させるためのスポーツ施設、関連施設の整備 

● 一流アスリートによるスポーツ教室の開催 
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【重点２－１】 移住・定住施策の充実と関係人口の獲得 

必
要
性 

『移住促進施策の継続実施と関係人口を獲得する新たな施策が急務』 

本市における移住・定住の窓口を担っている（一社）郡上・ふるさと定住機構は、移住希望

者のワンストップ窓口として実績を上げています。また、各種移住・定住支援の制度や、郡上

カンパニープロジェクトなど地方創生の重点的な取り組みにより、本市における移住者は増加

傾向にあります。また、移住後は、地域活動に関わる方が多くなっています。こうしたことか

ら、引き続き移住を促進する施策を進めるとともに、テレワークなどの多様な働き方の進展に

より都市部住民の地方への関心が高まりを見せている中、本市に関心や興味が沸き、地域の人

との交流が活発化するような施策（関係人口を増やしていく施策）について、具体策を講じる

必要があります。 

 

施
策 

ＵＩターン者向けの総合支援と関係人口プラットフォームの構築 

『取り組みの一例』 
● 移住・定住に係るワンストップ窓口としての機能向上 

● オンラインによる移住相談窓口を設置するなど、場所を選ばす多様な希望に柔軟に対

応できる体制の構築 

● 定住と市内就職を促進するための、ＵＩターン希望者に向けた総合支援の充実 

● 関係人口コミュニティのネットワーク化や、効果的な情報発信を可能にする関係人口

プラットフォームの構築 

● 地域への多様な関わり方を創出またはフォローアップする仕組みづくり 

  

 

  

重点２ 
定住・移住・交流 

プロジェクト 
郡上市への新しいひとの流れをつくる 

【定住・交流・移住の推進】 



 

 

 

第１章 重点プロジェクト 

後
期
基
本
計
画 

51 

 

【重点２－２】 ローカルビジネスの創出と担い手人材の獲得 

必
要
性 

『移住と仕事づくりをセットで実現する仕組みの確立が必要』 

郡上カンパニープロジェクトは、移住促進と地域に根差した仕事づくりの両方を実現する取

り組みとして、平成３０年度から本格的にスタートしました。現在、継続して事業を実施して

おり、本プロジェクトに関心を寄せる都市部の若者は増加傾向となっています。地域に密着し

たローカルビジネスの創出とともに、スキルをもって地域と関わる人材誘致と関係人口の増加

に向け、プロジェクトのバージョンアップを図る必要があります。 

施
策 

地域社会に価値を生み出す仕事づくりと人材の誘致 

『取り組みの一例』 
● 郡上カンパニープロジェクトの実施 

・都市部の人材と共同創業を目指すプログラムを継続実施するとともに、運営の自走

化に向けた手法を構築する 

・多様な市民が共創する場（ローカルビジネスのアイデア等を出し合う場や仕組み）

を継続的に運営するためのプラットフォームを構築する 

● 民間企業との連携によるソーシャルインパクト（社会的影響力）の創出 

・社会的に価値を生み出す人材育成のプログラムを構築し、ＳＤＧs に関心を寄せる

企業との連携手法を確立する 

・都市部企業等との連携により、地域の人材活用や経済波及効果、関係人口の獲得に

つながる人材育成研修及びテストマーケティング等の実施に向けた構想の立案と実

践 

・郡上の自然・歴史・文化等の価値について、都市部企業や個人に訴求するプログラ

ムの開発及び実行   

・地域にルーツをもつ人との関わり度合いを深めるため、オンライン上でのコミュニ

ティや関係人口のネットワークを広げる手法を確立し、Ｕターンの促進につなげる 
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【重点２－３】 地域価値の発信と関係人口の獲得 

必
要
性 

『「郡上の価値」を構想し発信する戦略が不十分』 

市内には、シティプロモーションとして活かせる地域資源が多く存在しています。第１期の

総合戦略では、こうした資源を活かしながら郡上の魅力を伝える「郡上藩江戸蔵屋敷」や「東

京郡上人会」、東京都港区との連携事業など、主に首都圏への魅力発信や交流事業を展開して

きました。次のステージとしては、都市と地方がつながり続け、共に響き合うための新たな仕

掛けや、地域の魅力を磨き上げ、ブランディングすることにより、郡上の価値を売るための力

と、持続可能な地域社会の形成につながる関係人口を意識的に獲得する手法の確立が求められ

ています。 

 

施
策 

市民と市民、市民と都市部住民が共創する郡上の価値づくり 

『取り組みの一例』 
● 自然、歴史、文化や日々の暮らし、ものづくりや地域の逸品といった郡上本来の価値

について、体験を含めて幅広く発信し、双方向で交流する場や機会を創出する。ま

た、郡上の価値に共感する地域内外のフォロワーを誘導するための情報提供を行う 

・多様な市民が参画する「郡上藩江戸蔵屋敷」の開催 

・オンライン交流会など新たな手法による都市部住民との関係構築 

・ターゲットを明確化したシティプロモーションの実施 

・関係人口の獲得に有益となる、地域資源活用のアイデアを創出するワークショップ

等の開催 

・郡上ファンを含めた「東京郡上人会」会員のコミュニティ活性化と交流機会の創出 

・郡上の価値に共感する地域内外のフォロワーやインフルエンサーを誘導できるよ

う、関係をもった都市部住民とのネットワークの構築 

・担い手不足が深刻化している地域の伝統芸能等の催事に、都市部住民が運営側とし

て関わる仕組みの構築 
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【重点３－１】 安心して子どもを産み育てられる環境の充実 

必
要
性 

『子育て家庭に対する支援の量的拡充と質的改善が必要』 

市民が生きがいをもって、安心して暮らし続けられる社会を実現するためには、これからの

未来をつくる子どもを安心して産み、育てられることに注力する必要があります。特に、子育

てを行っている家庭では、子育てに対する様々な負担や不安が顕在化しており、子育て支援の

量的拡充と質的改善が必要となっています。また、市民の子育て支援の重要性に対する関心や

理解を深めるとともに、子どもの成長にとって、より良い環境づくりのため、地域全体で子ど

もや子育てを見守り、支え合う仕組みづくりが求められています。 

 

施
策 

安心して子育てができる体制及び支援の充実 

『取り組みの一例』 
● ファミリーサポートセンター事業など、地域全体で子育てを応援する体制の充実 

● 小学校区を単位とした放課後児童クラブの開設による質の高いサービスの充実 

● 子育てについての不安や負担を抱える家庭に対する相談体制の充実 

● 幼稚園・保育園・認定こども園・小学校の連携の充実 

● 子育て世代の方が、相互に子どもを見守りながら、交流を通してリフレッシュできる

場づくりの充実 

● 妊婦の交流の場づくりや相談窓口の設置等による妊娠・出産・子育ての切れ目のない

支援 

   

 

【重点３－２】 子育てと仕事を両立できる環境づくり 

必
要
性 

『子育てと仕事を両立できるバランスのとれた働き方の浸透』 

働き方改革による労働時間の削減など、国が主導して多くの取り組みを始めていますが、市

においては、「ワーク・ライフ・バランス」の考え方やテレワークが広く浸透している状況に

なっていません。仕事と子育てを両立するためには、事業所における子育ての環境づくりに対

する重要性の認識が必要であり、保育サービスの充実に加え、事業所等への意識啓発など、よ

り力を入れていく必要があります。 

 

施
策 

仕事と生活の調和を図るための環境整備 

『取り組みの一例』 
● 育児休業の取得率を引き上げるための環境づくり 

● 保育園、認定こども園、幼児教育センターにおける３歳未満保育の提供体制の継続実

施 

● 未満児入園の動向把握及び計画的な人員配置 

● 講座等を通じた男女共同参画の意識の醸成 

● ワーク・ライフ・バランスを企業の経営課題として捉え、経営戦略として推進するた

めのセミナー等の開催 

● 「家族週間の日」に合わせた親子のふれあいの場の提供（郡上ファミリーフェスタ開

催） 

    

 

  

重点３ 
子ども子育て・教育 

プロジェクト 
若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

【子ども子育て環境の整備】 
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【重点３－３】 結婚活動の支援 

必
要
性 

『出会いの場づくりの手法拡大』 

市では、平成２９年度に「婚活応援団」を組織し、行政だけではなく、市民や企業、各種団

体等と一緒になって「婚活」を推進する機運の醸成とともに、結婚相談員との連携強化を図っ

てきました。また、成婚者を増やすため、結婚を希望する市民の出会いの場づくりや、結婚相

談の継続的な実施に努めています。今後も、引き続き「マリアージュ郡上」（結婚相談所）へ

のプロフィール登録の勧奨やイベントの開催支援を行いますが、インターネットを活用する方

も増加していることから、こうした手法の周知も必要になっています。 

 

施
策 

出会いのチャンスを生む仕掛けの拡充 

『取り組みの一例』 
● 出会いの場の提供 

・お見合い時の身だしなみやコミュニケーションについて学べるセミナー等の実施 

・共同作業の体験を通して出会いの場を演出する婚活イベントの実施 

● 結婚相談事業の充実 

・「マリアージュ郡上」のＰＲ強化 

・広域連携の仕組みである「おみサポ」への登録拡大 

・婚活応援団の活動強化 

・ＩＣＴを活用した結婚相談の検討 

   

 

【重点３－４】 次代の郡上市を担う人材の育成 

必
要
性 

『中高生が地域とつながる活動と郡上学の深化』 

中学生や高校生が、地域の課題解決に向け、より主体的に行動することや、地域とつながっ

て様々な分野で活動することが、学校教育において求められています。また、郡上学等での学

びを実践に移すため、分野を超えた団体や企業との連携も求められています。ＩＣＴの分野で

は、学校教育と社会教育の連携強化を図り、継続的にＩＣＴ人材が育成される環境整備も必要

となっています。 

 

施
策 

チャレンジする機運の醸成に向けた仕組みづくり 

『取り組みの一例』 
● 若い世代の地元志向意識を高める取り組みの強化（「Ｇｏｏｄ郡上プロジェクト」の

充実・継続実施や市内高等学校による地域課題探究型学習との連携など） 

● 市内高等学校におけるデュアルシステムの推進及び企業とのマッチング支援（再掲） 

● 市内高等学校におけるふるさと学習の支援と生徒の活動の場の創出 

● 多様な市民が共創する場（ローカルビジネスや地域づくり等のアイデアを出し合う

場）の構築（魅力ある地域づくり交流会の活用など） 

● 市内小中高生を対象としたＩＣＴ人材の育成強化 

● 人材育成ビジョンの策定と実践プログラムの展開 
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【重点４－１】 郡上市に適した交通ネットワークの構築 

必
要
性 

『地域公共交通サービスの維持・充実』 

地域の公共交通を利用する団体、交通事業者（長良川鉄道、バス、タクシー）及び行政が相

互に連携して地域特性や利用実態に対応した公共交通サービスを維持・充実させていくことが

求められており、地域間や各集落を結ぶネットワークの確保、高齢者の移動手段対策ととも

に、高速バスなど広域幹線交通との乗り継ぎ向上や観光客への対応、さらには、地域経済の活

性化に効果が見込める交通ネットワークが必要となっています。 

施
策 

地域の実状に即した公共交通の確保と持続可能な交通ネットワークの構築 

『取り組みの一例』 
● 幹線と支線の乗り継ぎを向上させ、利便性を高めるための路線の見直し 

● 交通空白地の解消に向け、地域団体が主体となって公共交通を支える仕組みの構築 

● 訪日外国人を含めた観光客に対応した交通案内表示への移行及び公共交通と観光情報

のリンク 

● 旅行体験としての価値を訴求する長良川鉄道のブランディング支援 

● 公共交通を活用する観光モデルコースの設定 

● 地域経済の活性化につながる交通ネットワークの構築 

● 運転免許返納者等への公共交通の利用促進 

● 通学時の公共交通の利用促進 

   

 

【重点４－２】 ケーブルテレビネットワークインフラの強化と収益性の確保 

必
要
性 

『公共性と事業性確保の両立』 

本市においても若年層を中心にテレビ離れが進んでおり、インターネットで動画を視聴する

市民も増加していると推測されます。しかしながら、ケーブルテレビは地域に密着した情報の

みならず、災害時、非常時に有益な情報を市民に届ける重要な役割を担っています。そのた

め、公共性や事業性の両面において、これまでとは違う視点での検討が必要であり、公共的な

役割を安定的・継続的に果たすため、ネットワークインフラの強化とともに、技術の進展や競

争の激化に対応するコンテンツの充実及び収益性の確保が求められています。 

 

施
策 

技術革新への対応及び公的役割を果たしつつ収益を確保する仕組みの構築 

『取り組みの一例』 
● 郡上ケーブルテレビのＦＴＴＨ通信網を活用した技術革新への対応及び公共性と事業

性のバランスを踏まえた収益の確保 

● ＣＡＴＶの自主放送・データ放送の内容をより一層充実させ、地域に根差した魅力あ

る情報発信による加入者の確保 

● 災害情報・地域密着情報の充実による加入者の確保及びネットワークアクセスの安定

確保 

● テレワークやワーケーション等の推進に伴う、インターネット加入及び上位プラン移

行の促進並びにこれによる収益の確保 

    

 

  

重点４ 
地域支え合い 

プロジェクト 

時代に合った地域をつくり、安心な暮らしを守る 
【生活基盤の整備 ・ 医療及び健康福祉の充実】 

 

持続可能な生活を確保する 
【小さな拠点とネットワークの推進】 
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【重点４－３】 災害に強いまちづくりの推進 

必
要
性 

『自助、共助の醸成と情報提供手法等の検討』 

平成３０年７月豪雨では、市内でも多くの避難所開設に至り、また、同年９月の台風２１号

では、長期にわたる停電被害が発生しました。昨今、甚大な被害をもたらす気象災害が頻発す

る傾向にあることから、災害に備えて市民自らができること、地域で支え合うこと、公が行う

ことを改めて確認し、市民の暮らしの中の安全・安心を守り、災害に備える必要性が高まって

います。このため、研修会や広報紙等を通じ、「自らの命は自らが守る」という自助意識の啓

発、「共助」の要となる自主防災組織の機能強化を図るとともに、市では、「住民が適切な避難

行動をとれるように全力で支援する」こととして、適切な情報提供媒体や情報提供の手法につ

いて検討する必要があります。 

 

施
策 

情報提供媒体の適切な運用と災害リスクの低減 

『取り組みの一例』 
● 災害情報や避難情報を迅速かつ確実に提供するための広報媒体の適切な運用 

● 停電リスクを回避するライフライン保全対策事業の継続 

● 自主防災組織の育成を図るための研修会の開催 

● 自主防災組織と防災士との連携強化 

● 防災士として身に付けたスキルが、日常の暮らしや社会の中で活かせるための環境づ

くり 

● 災害時における集落の孤立リスクを回避するための道路網整備 

● 感染症対策等を含めた安全・安心な避難所開設・運営の体制整備 

    

 

【重点４－４】 健康づくり・生きがいづくりの推進 

必
要
性 

『社会全体で健康づくりを進める環境づくり』 

これからの健康づくりは、病気の予防、健康増進、介護予防といった活動に、市民一人ひと

りが関心をもって継続的に参画することや、市民と行政、専門職が共に考え、また、地域で支

え合うなど、地域コミュニティを基盤とする活動が求められています。その中で、健診（検

診）や介護予防事業の推進、地域全体で健康意識を高める取り組みとともに、生涯を通じた健

康づくり（健康増進・病気の予防）が重要になっています。 

 

施
策 

健康に対する市民意識の向上と地域を基盤とした活動の活性化 

『取り組みの一例』 
● 生涯を通じた健康づくり（健康増進・病気の予防）の推進 

● 食習慣の改善、食育の推進及び喫煙防止策の実行 

● 関係機関と連携した地域ぐるみの健康づくり 

● 健康づくりプロジェクト事業の推進による社会全体で健康づくりに対する機運の醸成 

● 心と体の健康に関する悩みや不安に対する相談の充実 
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【重点４－５】 地域医療の確保と充実 

必
要
性 

『市域全体での医療提供サービスの最適化』 

人口減少に伴う患者数の減少が見込まれる中、今後も市民が安心して医療サービスを受ける

ことができるよう、郡上市民病院、県北西部地域医療センター国保白鳥病院の持続的な経営の

実現が求められています。このため、市全体としての医療サービスを最適化するとともに、各

医療機関の役割分担と連携による「地域完結型」の体制構築が急がれています。また、医療・

介護連携や地域における支え合い活動等による地域包括ケアシステムの強化を中心として、限

られた医療資源を全体で支えていく仕組みを構築していく必要があります。加えて、外出自粛

等に起因する高齢者のフレイル（虚弱な状態）の予防対策が重要となっています。 

 

施
策 

地域医療に関する市民意識の醸成と病院経営の安定化 

『取り組みの一例』 
● 市内医療機関の連携を密にする医療関係機関懇談会の開催及び役割分担（機能分担）

の実施検討 

● 市民が主体的に関わる地域医療フォーラム等の開催 

● 医療に係る有資格者の掘り起こしと地域関わりモデルの構築検討 

● 医師・看護師等医療従事者の安定的確保 

● 公立病院における経営の効率化、病床の再編、官民ネットワークの見直しと再構築 

● 地域包括ケアシステムの構築 

● フレイル（虚弱な状態）予防対策の推進 

● オンライン診療の導入 

    

 

【重点４－６】 主体的な地域づくりと若者の市内定着 

必
要
性 

『地域づくりへの市民参画の増加及び中高生が地域と関わる場づくり』 

本市では、人口減少などの要因により地域社会全体が縮小傾向にある中、地域づくりやコミ

ュニティの活動、祭礼などの伝統芸能についても、これからの担い手確保が難しくなっていま

す。また、平成 30 年度に市が設定した小さな拠点エリアにおいては、大半の地域で生産年齢

人口が老年人口を下回るか、その差が縮まっていく傾向にあります。このため、様々な分野の

地域づくり活動について、自主的な活動を促すことで、市民参画の割合を高めるとともに、中

学生、高校生が地域と関わる場面や主体的な取り組みを行う環境づくりについては、これまで

以上に推進していくことが求められています。 

 

施
策 

郡上市市民協働センターの機能強化と若者の市内定着支援 

『取り組みの一例』 
● 郡上市市民協働センターの機能強化（サブセンターの適切な運営など） 

● 若い世代の地元志向意識を高める取り組みの強化（「Ｇｏｏｄ郡上プロジェクト」の

充実・継続実施や市内高等学校による地域課題探究型学習との連携など）（再掲） 

● 空洞化が懸念される市街地における分野を超えた活性化支援 

● 各種地域づくり関係の補助金の棚卸しと効果的、効率的な運用 

● 市内高等学校におけるデュアルシステムの推進及び企業とのマッチング支援（再掲） 

● 受入れ側と採用される側にとってミスマッチがない「地域おこし協力隊」の制度運用

による地域の活性化支援 

● 定住と市内就職を促進するための、ＵＩターン希望者に向けた総合支援の充実（再

掲） 
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【重点４－７】 小さな拠点とネットワークの推進 

必
要
性 

『地域社会を持続させるための「備え」』 

本市の人口推移の見通しから、高齢化率は今後さらに上昇していきますが、反対に地域活動

の支え手はさらに減少していきます。市内の多くの自治会、地区会では、祭礼などの伝統芸能

を維持・継承していくことや、地域住民の安全・安心な暮らしを確保すること、また、自治会

の共同作業を行っていくことが困難になりつつある地区もあります。人口減少や超高齢社会の

進展を見据えた時、数字として明らかになっている将来に向け、「小さな拠点とネットワー

ク」の視点に立ち、未来に向けた「備え」を地域自らが始めるとともに、市域全体の複層的な

ネットワークによる定住確保が必要になっています。 

 

施
策 

小さな拠点と連動した市民生活サービスの再構築 

『取り組みの一例』 
● 地域の実状に即し利便性を高める交通の確保 

● 地域協議会が行う自主事業の活性化支援 

● 小さな拠点単位における生活ニーズの数値化 

● 小さな拠点と連動した公共施設の適正配置 

● 地域運営を担う組織づくりの支援  

● 地域運営組織と地域包括ケアシステムとの連携 

● 地域の助け合いや支え合いを自主的、主体的に行う組織づくりの支援 
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【重点５－１】 温室効果ガスの排出削減に向けた具体的な施策の推進 

必
要
性 

『脱炭素社会を意識した省エネルギーの徹底』 

国の第２期総合戦略では、温室効果ガスの排出を削減する地域づくりについて、再生可能エ

ネルギーの導入拡大・活用と省エネルギーの推進等を明記しています。地方公共団体において

も、温室効果ガスの削減や気候変動への適応を進める施策が求められており、本市において

も、令和３年２月に「脱炭素社会郡上」の実現を目指すことを表明しました。このため、脱炭

素社会を意識した省エネルギーの徹底、地域の活性化及び雇用の創出などを含む、人・社会・

地域・環境に配慮した消費行動「エシカル消費」の普及・啓発など、市民一人ひとりの脱炭素

社会の実現に向けた意識の醸成が必要です。 

 

施
策 

省エネルギー対策と４Ｒ【不要なものの不買・拒否（リフューズ）・ごみの発生抑制

（リデュース）・再使用（リユース）・再資源化（リサイクル）】の推進 
『取り組みの一例』 

● 日常生活での省エネルギー対策やエコ活動の普及啓発 

● ４Ｒ運動の普及啓発 

● 市民・事業者への高効率設備機器等の導入推進 

● 公共施設において、運用の改善及び効率化を含めた省エネルギーによるランニングコ

ストの低減を図るためのエネルギーコストマネジメントの実施 

● 温室効果ガスの排出が少ないクリーンなエネルギーの普及 

   

 

【重点５－２】 地域の特性を活かした再生可能エネルギーの導入・利活用の推進 

必
要
性 

『再生可能エネルギーの導入推進』 

  豊かな森林や水などの地域資源を活かした再生可能エネルギーは、有限でいずれは枯渇する

化石燃料などと違い、自然の活動などによって絶えず再生・供給されており、環境に優しく、

地球温暖化防止にも役立つものとして注目を集めています。太陽光、小水力、バイオマスとい

ったエネルギーを積極的に有効活用することで、地域の所得の向上等を通じ、地域の活性化に

つなげることが可能となります。このため、再生可能エネルギー導入のための支援と循環型社

会の仕組みを構築する必要があります。 

 

施
策 

持続可能な循環型社会の構築 

『取り組みの一例』 
● 地域単位での小水力発電等の再生可能エネルギー施設の導入推進 

● 地域経済効果を目的とした小水力発電の施設整備に係る支援の継続 

● 地域循環を可能にする地産地消エネルギーの普及拡大に向けた調査・研究及び支援 

● 市内の再生可能エネルギーの利活用による地域循環共生圏の形成推進 

● 地方創生ＳＤＧs 官民連携プラットフォームへの参加 

   

 

  

重点５ 
脱炭素社会 

プロジェクト 

循環型社会の構築による持続可能な地域づくり 
【温室効果ガスの排出削減と吸収源の保全・強化 

／ 再生可能エネルギーの導入・利活用】 
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【重点５－３】 森林整備等による二酸化炭素吸収源の保全・強化策の推進 

必
要
性 

『カーボンニュートラルの実現』 

スギの二酸化炭素吸収量と身近な二酸化炭素排出量とを比較すると、１世帯から１年間に排

出される二酸化炭素量は、2017 年の場合 4,480 キログラムで、３６～４０年生のスギ約１５

本が成長の過程で蓄えた量と同じぐらいです。また、この排出量を４０年生のスギが１年間で

吸収する量に換算した場合、スギ５０９本分の吸収量と同じぐらいと推定されています。国で

は 2050 年までに、二酸化炭素をはじめとする温室効果ガスの排出量から、森林などによる吸

収量を差し引いて、排出実質ゼロを達成する「カーボンニュートラル」の実現を目指すことを

宣言しています。このため、計画的な森林整備や木材の有効利用による健全な森づくりに取り

組む必要があります。 

 

施
策 

森林整備と木材利用による健全な森づくり 

『取り組みの一例』 
● 計画的な森林整備による吸収源の保全・強化 

● 「郡上市公共施設における地元産木材の利用促進に関する指針」に基づき、循環型社

会の構築や地球温暖化防止等を図るため、市有施設、住宅建築等における地元産木材

の積極的な活用を推進 

● 森林環境の保全や地球温暖化防止への貢献を目的とした、薪ストーブ等の普及を促進

するための補助金制度の継続 

● 市民協働による木育や健全な森づくり 
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第２章 分野別基本計画 

第１節 基本計画の施策体系 

 

まちづくりの基本目標 基本方針／施策 

１ 地域資源を活かして 

産業を育てるまち 
 

『産業・雇用』 

(1) 豊かな自然を活かした農業・畜産業・水産業を育てます 

①持続可能な農業経営の確立 

②担い手の育成 

③農地の保全・有効活用 

④販売戦略の強化 

(2) 豊富な森林の保全と活用を図ります 

①森林資源の利用促進 

②森林の適正保全・管理の推進 

③山を支える人づくり 

(3) ひと・もの・かね・情報の集まる商工業を育てます 

①地域産業の振興 

②賑わい空間の創出 

③事業承継支援 

(4) 地域産業の核となる観光・交流産業の活性化を図ります 

①連携による観光地域づくり 

②観光資源の魅力向上 

③誘客促進・情報発信 

④受入体制の強化 

(5) 雇用の場・機会の創出と魅力ある就労環境を目指します 

①雇用の場の創出 

②雇用環境の整備 

③人材の確保 

２ 美しい水と緑を守り、 

暮らしの基盤が整う 

共生のまち 
 

『環境・防災・社会基盤』 

(1) 自然環境を守り、快適な住環境の実現を目指します 

①豊かな自然環境の保全 

②適正な土地利用 

③良好な住環境整備 

(2) 循環型社会の実現を図ります 

①資源循環の仕組みの構築 

②脱炭素社会の推進 

(3) 暮らしの中の安全・安心を守ります 

①防災体制の整備 

②市民の安全対策の推進 

③災害危険箇所の解消 

④建築物耐震化の推進 

(4) 効果的な整備と適切な維持管理により社会基盤の充実を図ります 

①道路ネットワークの整備 

②社会インフラの長寿命化・適正な維持管理 

③除雪体制の整備 

④上下水道施設の整備 

⑤公共交通の維持・利便性向上 

⑥ＩＣＴ・デジタル技術の活用推進 
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まちづくりの基本目標 基本方針／施策 

３ 支えあい助け合う安心 

のまち 
 

『健康・福祉』 

(1) 結婚から出産、子育てへの切れ目のない支援を充実します 

①結婚支援の充実 

②妊娠・出産期にかかる母子への支援 

③子育て支援の充実 

④子育てと仕事の両立への支援 

(2) 心身ともに健やかな暮らしの実現を目指します 

①病気の予防・早期発見の促進 

②地域ぐるみの健康づくりの推進 

③こころの健康づくりの推進 

④地域医療の確保・充実 

(3) 生涯にわたり生きがいをもち安心して住み続けられるまちを目指し

ます 

①高齢者の社会参加と交流の推進 

②地域ぐるみの介護予防の推進 

③認知症対策の総合的な推進 

④生活支援・介護サービスの充実 

(4) 住み慣れた地域で安心して暮らせるまちを目指します 

①地域ぐるみで支え合う仕組みづくりの推進 

②障がい者（児）福祉の充実 

③生活困窮者の自立支援 

４ 香り高い地域文化と 

心豊かな人を育むまち 
 

『教育・文化・人づくり』 

(1) 確かな学力と豊かな心をもった「郡上人」を育てます 

①学校教育の充実 

②安心して学べる教育環境づくり 

③青少年の健全育成 

④学校と地域の連携 

(2) 市民が地域文化に触れる機会を広げます 

①文化・芸術活動の充実 

②伝統文化・芸能の継承支援 

③文化財等の保護・活用 

(3) スポーツに参画できる環境づくりを進めます 

①ライフステージに応じたスポーツ活動の推進 

②スポーツ活動の支援 

③スポーツツーリズムの推進 

(4) 生涯学習の充実を図り地域を担う人材育成の機会を広げます 

①公民館活動の充実 

②生涯学習の拡充 

③読書活動の推進 

(5) 郡上のこれまでと今を学び、郡上のこれからを考え行動する 

「郡上学」を推進します 

①総合的な郡上学の推進 

②「子どものための郡上学」の実践 

  



 

 

 

第２章 分野別基本計画 

後
期
基
本
計
画 

63 

 

まちづくりの基本目標 基本方針／施策 

５ 市民と行政が協働で 

つくるまち 
 

『自治・まちづくり』 

(1) 市民主体のまちづくりを支援します 

①住民自治の推進 

②市民協働の推進 

③市民活動の活性化 

④次代を担う人材育成の推進 

(2) 誰もが尊重される地域社会を形成します 

①人権意識の高揚 

②男女共同参画の推進 

③多文化共生の推進 

(3) 交流・連携によるまちづくりを推進します 

①関係人口創出の推進 

②移住・定住の推進 

③教育機関等と連携したまちづくりの推進 

④自治体交流の推進 

６ 個性を活かし持続可能な

地域づくりを推進するま

ち 
 

『地域振興』 

八幡 歴史と伝統を守り 互いに支え合う住民主体の地域づくりを進め

ます 

 ～水とおどりと心のふるさと郡上八幡～ 
 

大和 誇り高きこころを育み 人の流れを起こし 産業に結びつく地域づ

くりを進めます 

 ～みんながつながり 広がる古今伝授の里「大和」～ 
 

白鳥 地域資源を活用し 市民協働によるいつまでも住み続けたいと思

う地域づくりを進めます 

 ～白山文化の里「しろとり」～ 
 

高鷲 自然と共存した文化の継承と 安定した生活を送れる地域づくり

を進めます 

 ～開拓の心を伝える長良川源流の里「たかす」～ 
 

美並 魅力的なコミュニティの形成による住みつづけたい地域づくりを

目指します 

 ～円空のふるさと美並～ 
 

明宝 住民主体による手づくり自治と 産業の創出を目指します 

 ～アフターコロナ社会とデジタル化に対応したハンドメイドの里

「めいほう」～ 
 

和良 地域資源を活用した産業振興を図り いつまでも安心して暮らし

ていける地域づくりを進めます 

 ～緑豊かな清流の里 和良～ 
 

７ 健全な行財政運営を 

実行するまち 
 

『行財政運営』 

(1) 市民にとって開かれた身近な市役所を目指します 

①市民サービスの向上 

②広報活動の推進 

③広聴機会の充実 

④情報管理の徹底と適正な公開 

(2) 成果を重視する効率的かつ効果的な行財政運営を図ります 

①職員の人材育成と働き方改革の推進 

②堅実な行財政運営 

③公共施設等の適正な管理 
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第２節 分野別計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分野  方針  施策 

１－１－１ 

 

【施策１】 

 

持続可能な

農業経営の

確立 

現
状
と
課
題 

●農業従事者の高齢化と担い手不足が

進行する中で、農業の現場では、依

然として人手に頼る作業や熟練者で

なければできない作業が多く、省力

化による負担の軽減や人手の確保が

重要な課題です。 

目
指
す
姿 

●農業経営基盤の整備やスマート農業

機械の導入が進み、安定した農畜産物

の供給により効率の高い生産体制が

整っています。 

指

標 

項目 単位 
現状値

（R1） 

目標値

（R7） 

スマート農業技術による機械導入経営体数 

（累計） 
経営体 1 40 

分野  方針  施策 

１－１－２ 

 

【施策２】 

 

担い手の育

成 

 

現
状
と
課
題 

●農業従事者数の減少と農業従事者数

に占める 65 歳以上の割合が増加し

ていることから、新規就農者の確保

と集落営農組織の育成が必要です。 

目
指
す
姿 

●新規就農者への支援や集落営農組織

の強化により、農業後継者が育ち、地

域による営農体制が維持されていま

す。 

指

標 

項目 単位 
現状値
（R1） 

目標値
（R7） 

実質化された人・農地プラン策定数（累計） プラン 19 124 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

方針１ 

総合計画 後期基本計画の表記について 

豊かな自然を活かした農業・畜産業・水産業を育てます 

【方針】 
◆基本目標を達成するための方針を表します 

【現状と課題】 
◆施策ごとに現状と課題を表します 

【目指す姿】 
◆施策ごとに目指す姿を表します 

【ＳＤＧs ゴールのピクトグラ

ム】 
◆方針ごとに関係するＳＤＧsのゴー

ル（17種類）のピクトグラムを表示

します。 

【指標】 
◆施策ごとに目指す姿の指標を表します 

 （ ）内は指標数値の測定方法を表します 

（年間、累計、時点、アンケート・調査） 
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農家、非農家を含めた農地の多面的機能の保全と、鳥獣害による耕作意欲の低下を防ぐために、集

落単位による取り組みを促進し、農地の保全を目指します。また、農地利用の効率化と生産性向上の

ために、農地バンクである農地中間管理機構の活用を推進し、休耕田や農業者の高齢化により耕作が

困難になっている農地を担い手へ集積することで、耕作放棄地の抑制や農地の有効活用を図ります。 

 

【主な取り組み】 

重点 取り組み 主な内容 担当課 

 鳥獣害対策の強化 ○【協】恒久柵の設置等による獣害対策の強

化 

農務水産課 

林務課 

地 農地多面的機能の保全 ○集落全体で農地を守る体制づくり 

（中山間地域等直接支払交付金・多面的機能

支払交付金） 

農務水産課 

経 農地中間管理機構の活用 ○農地中間管理機構を活用した新規就農者等

への円滑な農地利用の推進 

○担い手への農地集積と集約化 

農務水産課 

 市民農園の有効活用 ○農業の体験機会の提供による農地の有効活

用 

農務水産課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関連する個別計画 

●郡上市山村振興計画 

●郡上市農業振興ビジョン 

●郡上地域農村振興基本計画 

●郡上市鳥獣被害防止計画（第４次） 

●郡上市地域農業再生協議会水田フル活用ビジョン 

●就農者育成プラン 

●郡上市農業経営基盤の強化の促進に関する基本的な構想 

施策３ 農地の保全・有効活用 

『重点』 

◆５つの重点プロジェクトを表します 
経 ： 地域経済循環プロジェクト 

定 ： 定住・移住・交流プロジェクト 

子 ： 子ども子育て・教育プロジェクト 

地 ： 地域支え合いプロジェクト 

脱 ： 脱炭素社会プロジェクト 

【施策】 
◆方針を達成するための施策を表します 

『取り組み』・『主な内容』・『担当課』 
◆施策ごとの主な取り組み、具体的な内容、主な担当課を表します 

【協】 （※市民協働） 
◆市民協働で行う取り組みには【協】を 

表記します 

【関連する個別計画】 
◆施策に関連する個別計画を記載します 
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